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1.研究背景・目的	
世界各国における水資源は気候変動や人口増加に伴って、地域的・時間的偏移を持つ傾向が強まって

いる。国土交通省はこのような気候変動や、我が国の人口減少、過疎化・高齢化の進展及び産業構造の

変化を踏まえ、昨年 7 月に水循環基本計画をまとめた。この計画では、流域の統合的かつ一体的な流域
管理 1)を行うことが肝要であると主張しており、その理由の一つとして危機的渇水時に備え、流域間での

連携した対応策を検討すべき点を挙げている。この背景を踏まえ、まず各地域における現状の水需給バ

ランスを分析し、資源の有効利用や共有あるいは環境保全の観点から、どのような流域管理が必要かを

提示することが望ましい。また将来における水需給バランスの変化にも留意して政策設計を進めるべき

である。そこで本研究では水需給バランスの分析を定量的に行った。特に分布型解析雨量と地点雨量の 2
種類の雨量データを用いて結果を比較し、地域水資源を適切に評価するための方法を分析した。	

2.研究方法	

2.1	GISデータの構築と降雨データ整備	
水需給バランスの評価には水ストレス指標を用いた。

この指標を定量的に算出するために、GIS(地理情報シス
テム)を用いて社会的データを整備し、分布型解析雨量と

地点雨量の 2種類の降水量データを利用した。このうち
分布型解析雨量に関しては、日本全国の約 1km毎メッシ
ュ 2)で空間雨量データを収録しているビッグデータであ

るため、対象領域のみの雨量データを抽出するプログラ

ムの構築を行った。2種類の降雨データを比較するとと
もに水ストレスの算出結果に与える影響を分析した。対

象領域は野洲川流域(小流域)、琵琶湖流域(中流域)、琵

琶湖・淀川流域(大流域)とした。マルチスケールに着目

することで、地域水資源を個別詳細に解析することがで

き、その結果、水ストレスの要因や統合価値の分析

が可能となる。	

2.2	水需給バランスの分析方法	

	 水需給バランスは水ストレス指標を用いて分析し

た。水ストレスは水賦存量に対する水需要量の比で

算出するが、刻々と変化する降水量のリスクを明ら

かにするために、本研究では月単位での計算を行っ

た。なお、水ストレスが 0.4以上の地域はハイストレ

スであることが知られている(沖ら	(2002年))	

	 	 	 	 	 	 	 	 	 R=W/Q	
R：月別水ストレス	 W：各月の水取水量	(m3/月)	 Q：各月の水資源賦存量	(m3/月)	

 

図 2	 研究フロー	

図 1	 対象領域	
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図 4：水ストレスと人口密度の関係	(2014 年)	 図 5：水ストレスの比較と累積人口の関係	(2014 年)	

3.結果と考察	

3.1	解析雨量と地点雨量の比較分析	
	 図 3a、図 3b に 2014 年の各月における解析雨量と地点雨量の比較結果を示す。各プロットは、地点雨
量の観測点とその近傍の解析雨量グリット位置における雨量で示される。この結果から、観測点が完全

に一致していないが、地点雨量よりも解析雨量の方が大きい値であり、雨量が多い程その傾向が強くな

る事が示された。これは解析雨量が地点雨量よりも広域の雨量を空間的に把握し、合算することに起因

するものと考えられる。地点雨量を用いた地域水資源分析を行う場合、実際の水資源よりも少なく見積

もる傾向が強くなる。 

 

 

 

 

 

 

3.2	水ストレスによる水需給分析	
解析雨量と地点雨量の比較分析より、地点雨量を用いた場合の水ストレスは解析雨量を用いたそれら

に比べて 3〜7割程度過大評価されることがわかった。地点雨量では上流の強い雨を把握できないことが
原因である。また年単位で見るとハイストレスである地域は見られなかったが、月別で比較すると極端

に少雨・多雨な月が混在していることが原因で、特に 4～6月を中心にハイストレスな流域が見られた。
また、解析雨量を用いた水ストレスの空間分析の結果、全流域のうち 5 月に高ストレス下にあった流域

が 22%、6 月に高ストレス下にあった流域が 8%、さらに 2 ヶ月連続高ストレス下にあった流域が 8%など

とわかった。さらに積算集水域での水ストレスは累積人口に強く依存していることも明らかとなった。	

 

 

 

 

 

 

 

4.結論 
分布型解析雨量と地点雨量を用いた水ストレス算出結果では最大 7 割もの差が生じることから、適切

な地域水需給バランスの算出には分布型解析雨量の利用が有効であることが示された。	

年単位では把握できないハイストレスも、月別では特に 4～6月で需給逼迫状態になる場合があること
がわかった。小流域の下流域や琵琶湖淀川水系の下流域などの人口密度が 1,000 人/km2を超える地域で

は、その傾向が顕著であった。このような傾向からも、現在の水資源管理が果たしている役割を再認識

し、将来の変化予測を踏まえた効率的な統合流域管理の施策指導を考えていく必要がある。また降雨に

はこのような季節的変異があるため、月別での水需給分析が望ましい。	

参考文献	 1)水循環基本計画,	(平成 27年 7月)	,pp4		

										2)気象庁ホームページ；解析雨量	 http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kurashi/kaiseki.html	

図 3b	 解析雨量と地点雨量の比較(野洲川流域)	図 3a	 解析雨量と地点雨量の比較(琵琶湖・淀川流域)	
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